
1 
 

 

 

 

第 376 回三木市議会定例会提出議案の概要 

 

 第 376 回三木市議会定例会（ 令和 5 年 6 月 1 日開会） に提出する議案 5 件（ 条例

関係 3 件、 補正予算関係 1 件、 その他 1 件） の概要は次のと おり です。  

 

1 条例関係 

 ( 1)  第 25 号議案 三木市職員特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

の制定について（ 総務課）  

ア 改正理由 

新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（ 以下「 感染症法」 と いう 。） 上の位置付けが季節性イ ンフ

ルエンザ等と 同等の分類である 5 類感染症と なり 、 人事院規則に定める新

型コ ロナウイ ルス感染症から 国民の生命及び健康を保護するために行われ

た措置に係る特定の作業に対し 支給さ れる防疫手当（ 特殊勤務手当） が廃止

さ れるこ と に伴い、市においても 人事院規則に準じ て条例に規定し た防疫手

当の特例を廃止するため。  

イ  改正内容 

新型コ ロナウイ ルス感染症のみに対応する防疫手当の特例の規定を、 特

定新型イ ンフ ルエンザ等に対応する防疫手当の特例の規定へ改める。  

※ 特定新型イ ンフ ルエンザ等と は、 感染症法上の新型イ ンフ ルエンザ等

に係る政府対策本部が設置さ れ別途定めら れるも のをいう 。  

ウ 施行期日 

公布の日 

 

 ( 2)  第 26 号議案 三木市税条例の一部を改正する条例の制定について（ 税務課） 

ア 改正理由 

地方税法施行規則の改正に伴い、三木市税条例を改正する必要があるため。 

イ  改正内容 

( ｱ)  特定小型原動機付自転車に係る軽自動車税（ 種別割） の税率の新設に

ついて 

令和 4 年 4 月 27 日に公布さ れた道路交通法等の一部を改正する法律

（ 令和 4 年法律第 32 号） により 、 道路交通法に電動キッ ク ボード を主な
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対象と する「 特定小型原動機付自転車」 区分が新設さ れたこ と により 、 特

定小型原動機付自転車に係る軽自動車税（ 種別割） の税額を 2, 000 円と

し 、 同法に定める施行日（ 令和 5 年 7 月 1 日予定） の属する年度の翌年度

分以後について適用する。  

ウ 施行期日 

令和 5 年 7 月 1 日 

 

 ( 3)  第 27 号議案 三木市火災予防条例の一部を改正する 条例の制定について

（ 消防本部予防課）  

ア 改正理由 

対象火気設備等の位置、 構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関

する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令の公布に伴

い、 三木市火災予防条例の一部を改正する。  

イ  改正内容 

 ( ｱ)  急速充電設備について 

ａ  急速充電設備の定義の見直し について 

急速充電設備の定義を、コ ネク タ ーを用いて充電する設備の対象を自

動車、 原動機付自転車以外に、 船舶、 航空機等を含めたも のに改め、 全

出力の上限（ 200ｋ Ｗ） を撤廃する。  

また、 急速充電設備（ 変圧する機能を有する設備本体） と 、 分離型の

急速充電設備（ 充電ポスト により 構成さ れるも のについては充電ポスト

も 含む。） と し 、 充電ポスト の材料、 設置位置に係る規制を緩和する。  

※ 充電ポスト と は、 コ ネク タ ー及び充電用ケーブルを 収納する設備

で、 変圧する機能を有し ないも のをいう 。  

ｂ  緊急停止装置に係る規制について 

急速充電設備を 手動で緊急に停止するこ と ができ る 装置を 、 当該急

速充電設備の利用者が異常を認めたと きに、速やかに操作するこ と がで

き る箇所に設けなければなら ないこ と と する。  

ｃ  蓄電池に係る規制について 

急速充電設備については、 主と し て保安のために設けるも のを除き、

充電ポスト には蓄電池を内蔵し てはなら ないこ と と する。  

( ｲ)  喫煙等に関する規定の見直し について 

各施設の喫煙所に係る「 喫煙所」 と 表示し た標識について、 健康増進法

に規定する喫煙専用室標識が設置さ れている場合においては、 標識を設

置し なく ても よいこ と と するほか、「 禁煙」 若し く は「 火気厳禁」 又は「 喫

煙所」 と 表示し た標識と 併せて設ける図記号については、国際標準化機構



3 
 

又は日本産業規格に適合するも のと する。  

ウ 施行期日 

 ( ｱ)  イ ( ｲ)  公布の日 

( ｲ)  イ ( ｱ)  令和 5 年 10 月 1 日 

 

２  補正予算関係 【 別添「 令和 5 年度 6 月補正予算（ 案） の概要」 参照】  

( 1)  第 28 号議案 令和 5 年度三木市一般会計補正予算（ 第 2 号）  

 

３  その他 

( 1)  第 29 号議案 工事に関する協定の締結について（ プロジェ ク ト 推進課）  

    ( 仮称) 三木スマート イ ンタ ーチェ ンジの建設事業に伴う 工事の施行につい

て、 協定の予定価格が条例に定める基準以上と なっ たので、 条例の定めると

こ ろにより 議会の議決を求めるも の。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問い合わせ先 三木市総合政策部企画政策課 

         電話 0794-82-2000（ 内線 2481）  



 
令和５年度６月補正予算（案）の概要 

 

 

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した住民税非課税

世帯等への給付金の支給のほか、改修後のし尿処理施設の運営に係る債務負担行為の

設定など、緊急を要する経費について補正予算を編成しました。 

 

１ 予算の規模 

                        （単位：千円） 

会 計 名（補正号数） 補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計 (第２号) 35,595,270 290,650 35,885,920 

 

２ 補正予算（案）の主な内容 

（1）住民税非課税世帯等に対する給付金を支給【国庫補助】   277,750 千円  

［健康福祉部 福祉課］ 

電力・ガスや食料品等の価格高騰が続く中、家計への影響が特に大きい低所

得世帯に対し、家計負担の軽減を目的として、１世帯あたり３万円を支給しま

す。 

 

〔対象世帯〕  

①基準日（令和５年６月 30 日）において世帯全員の令和５年度分の住民税 

均等割が非課税である世帯 

②令和５年１月以降に家計が急変し、世帯員全員の収入見込額が住民税均等 

割非課税相当水準以下である世帯（新型コロナウイルス感染症の影響等で 

予期せず収入が減少した世帯に限る） 

 

（2）コミュニティ助成金の活用                 2,900 千円  

［消防本部 総務課、教育総務部 生涯学習課］ 

宝くじの収益金の一部を財源とした一般財団法人自治総合センターのコミュ

ニティ助成事業を活用し、消防団員の防火衣を整備するとともに、口吉川ふれ

あいまちづくり協議会のやぐらステージの購入を支援します。 

（単位：千円） 

事業内容 事業費 

消防団員の安全性を確保するため、消防団機動隊に視認性
等に優れた防火衣を整備 

1,000 

口吉川ふれあいまちづくり協議会のやぐらステージの購入
を支援 

1,900 
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（3）市民からの寄附金を基金に積立               10,000 千円  

［総務部 財政課］ 

市民からいただいた寄附金１千万円を基金に積み立てます。なお、寄附金の

活用方法については、寄附者の意向を踏まえ、今後検討を進めます。 

 

（4）し尿処理施設の改修工事及び運営の委託        ［債務負担行為］  

［市民生活部 環境課］ 

大規模改修を予定しているクリーンセンター（し尿処理施設）について、改

修後に運営業務のみを別途委託するよう計画していましたが、改修工事と運営

を一括して委託する方が補修や薬品購入などの費用を抑えられ、総事業費を縮

減できることから、改修工事及び運営に係る債務負担行為を新たに追加しま

す。 

同時に、令和５年度当初予算で設定した改修工事のみの債務負担行為を廃止

します。 

 

事 項 期 間 限度額 

【追加】 

し尿処理施設大規模改修・運営事業 

令和 6 年度から 

令和 22 年度まで 

3,510,000 

千円以内 

【廃止】 

し尿処理施設大規模改修事業 

令和 6 年度から 

令和 7 年度まで 

1,690,000 

千円以内 
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第 376 回三木市議会定例会提出議案の概要 

 

 第 376 回三木市議会定例会（令和 5年 6月 1日開会）に追加で提出する議案 2件

（補正予算関係 2件）の概要は次のとおりです。 

 

１ 補正予算関係 【別添「令和 5年度 6月補正予算（案）の概要」参照】 

(1) 第 号議案 令和 5年度三木市一般会計補正予算（第 3号） 

(2) 第 号議案 令和 5年度三木市学校給食事業特別会計補正予算（第 1号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問い合わせ先 三木市総合政策部企画政策課 

         電話 0794-82-2000（内線 2481） 
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令和 5 年度 6月補正予算（案）（追加分）の概要 

 

 

物価高騰による子育て世帯の家計への負担を軽減するため、市内の市立小・中・特

別支援学校の 2 学期・3 学期の給食費を無償化するための経費について、補正予算を

編成しました。 

 

1 予算の規模 

                        （単位：千円） 

会 計 名（補正号数） 補正前の額 補正額 計 

一 般 会 計 (第 3 号) 35,885,920 147,020 36,032,940 

学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 (第 1 号) 300,000 (財源組替) 0 300,000 

 

2 補正予算（案）の主な内容 

 

（1）市内の市立小・中・特別支援学校の給食費を無償化     147,020 千円  

［総務部 財政課、教育総務部 教育施設課］ 

物価高騰による子育て世帯の家計への負担を軽減するため、国の新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、市内の市立小・中・特別支

援学校に通う児童・生徒の令和 5 年度 2 学期・3 学期分の給食費を無償にしま

す。 

また、アレルギー等の事情により弁当を持参している児童・生徒については、

給食費相当額を支援します。 

 

〔対象期間〕 令和 5 年度 2 学期・3 学期（9 月～3 月の 7 か月間） 

〔予算の内訳〕 ①無償化に伴う給食費の減収に対する補填 

（一般会計から学校給食事業特別会計へ繰出） 

146,600 千円 

  ②弁当持参者への学校給食費相当の支援分 420 千円 

 

令 和 5 年 6 月 1 9 日 
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